平成24年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会　　派　　名
	市民ネット・むろらん

	議　　員　　名
	水江　一弘・小田中　稔・児玉　智明・高橋　直美・立野　浩靖

	調査実施年月日
	平成２４年１０月９日（火）

	調査先　自治体名等
	東京都　豊島区

	調　査　項　目
	がん対策推進条例について

	調　査　目　的
	がんは、国民の2人に1人が罹り、3人に1人が死亡するなど、今や国民病ともいえる病気である。国が平成１９年にがん対策基本法を制定し、都道府県においても同条例を制定するなど、国を挙げてがん撲滅に取り組んでいる。本市においても条例の制定などがん撲滅に向けた施策を推進する必要があると考えるが、一方で、市区町村レベルでの条例制定はごくわずかであり、その必要性と条例制定の効果の検証が必要である。豊島区では、平成23年4月1日に「がん対策推進条例」を施行し、がん対策推進事業に取り組んでいることから、制定の経緯やその効果を調査する。

	報　告　内　容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口：　２６８，７２５人　（Ｈ２４．１０．１現在）　　行政面積：　１３．０１　ｋ㎡

２　視察内容
①　がん対策推進条例を制定した経緯
②　条例制定後の各種施策、がん検診率の推移について
③　児童生徒へのがん教育について

	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	豊島区では、平均寿命が伸び出生率が減少している結果、人口の高齢化が進行。がんは高齢期に発症が増えることから、がん予防とがんになった時の介護・看護サービスの充実が急務として、区長のリーダーシップの下、平成22年１月に「がん対策本部」、同年4月に「がん対策担当課」を設置し、がん対策に積極的に取り組むとともに、医師会やがん専門医等との連携し「がん対策推進協議会」を設置し、がんによる死亡者数の減少を目指し、がん対策の総合的かつ計画的な推進を行うため、「がん対策推進条例」および「がん対策推進計画」　の検討を開始。平成23年3月に計画を策定、4月に条例施行に至った。
　条例の第1条において、がんが生命及び健康にとって重大な脅威となっている現状をかんがみ、がんの予防及び早期発見、普及啓発、がん患者等の負担の軽減を図ることを目的とするとし、第10条において、がん対策を推進するため、がん対策推進計画を策定し各種施策の実現に努めることを規定している。特徴としては、教育委員会との協働による児童・生徒へのがん予防に関する普及啓発、区内企業等との連携、喫煙による健康被害の予防、がん検診率向上と質の向上が挙げられる。
がん予防と普及啓発の取組では、がん検診受診勧奨イベントやがん講演会の開催、広報誌によるがん対策特集号の発行。
がん検診受診率の向上の取組では、すべてのがん検診の無料化とするほか、健診センターにおいて月の第一日曜日の午前中に胃がん検診、午後に肺がん検診を実施するなど、平日にがん検診に来られない区民に対しても配慮がなされていた。
がん患者と家族の支援では、在宅医療地域資源マップの作成等を実施するほか、これらの施策の推進への活用を目的とした「がん対策基金」設置（平成23年度実績で約60万円）などが行われており、がん検診率は着実に上昇しているということであった。
　 また、第5条のがん予防及び早期発見の推進するための施策において、児童・生徒及び保護者に対するがんに関する教育を規定しており、そのための独自の教育プログラムを開発し、区内全小（6年生）・中（3年生）において実施している。

プログラムの特徴としては、わかりやすい視覚教材＋教師用「指導の手引」によるがん予防に関する正しい知識・理解、子どものうちから教育することによる生涯にわたる健康づくり、将来に亘る罹患率の減少、がん闘病体験者からのメッセージを聞くことによる命の大切さ・家族や周囲の人々の支えの必要性、学んだことを家族で話し合うきっかけにすることによる親子で取り組むがん予防、などが挙げられている。

　本市においても、がんに対する取り組みは喫緊の課題であり、がん対策推進条例制定、条例に基づく推進計画の策定も視野に入れながら、積極的ながんに関する施策の推進の必要性を感じた視察であった。



